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○狭山市水道事業給水条例施行規程 

平成１０年３月３１日 

公営企業管理規程第４号 

改正 平成１０年１２月２８日公企管規程

第９号 

平成１３年３月３０日公企管規程第５号 

平成１４年１０月１日公企管規程第６号 平成１５年３月２４日公企管規程第３号 

平成１６年３月１６日公企管規程第２号 平成１７年９月３０日公企管規程第４号 

平成２３年３月２４日公企管規程第１５号 平成２５年３月２９日公企管規程第３号 

平成２６年２月２４日公企管規程第１号 平成２６年３月１３日公企管規程第４号 

平成２６年１２月１日公企管規程第７号 令和元年９月５日公企管規程第３号 

狭山市水道事業給水条例施行規程（昭和５９年公営企業管理規程第４号）の全部を

改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規程は、狭山市水道事業給水条例（平成１０年条例第３号。以下「条例」

という。）第３４条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（給水装置工事の申込み等） 

第２条 条例第４条第１項の規定により給水装置工事の申込みをしようとする者は、

様式第１号の工事申込書に水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

いう。）が別に定める書類を添付して管理者に提出しなければならない。ただし、

緊急を要する修繕については、様式第１号の２の修繕届の提出をもって当該申込み

に代えることができる。 

２ 給水装置工事の申込みをした者（前項ただし書の修繕届を提出した者を含む。以

下この条及び第３条において「申込者」という。）が給水装置工事を変更し、又は

中止しようとするときは、様式第２号の工事変更（中止）届により管理者に届け出

なければならない。 

３ 申込者は、給水装置工事の変更又は中止により市に損害を与えた場合は、管理者

が定める損害額を弁償しなければならない。 

（一部改正〔平成１３年公企管規程５号・２３年１５号〕） 

（受水槽の設置） 

第２条の２ 条例第４条第１項の規定により給水装置工事の申込みをしようとする者
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は、次の各号のいずれかに該当するときは、受水槽を設置しなければならない。 

（１）３階建て以上の建物に給水を受けようとするとき。 

（２）一時に多量の給水を受けようとするとき。 

（３）毒物、劇薬、薬品等の危険な化学物質を扱い、又はこれらを製造し、加工し、

若しくは貯蔵する工場、事務所、研究所その他の施設に給水を受けようとすると

き。 

２ 前項第１号に該当する建物において、管理者が別に定める狭山市直結給水システ

ム実施基準（平成１５年２月１３日管理者決裁）に適合し、安定給水ができると認

めるときは、直結給水をすることができる。ただし、当該建物が同項第２号又は第

３号に該当する場合を除く。 

（追加〔平成１３年公企管規程５号〕、一部改正〔平成１５年公企管規程３

号・２３年１５号〕） 

（分岐引用） 

第２条の３ 水道を自己の給水装置から支線により他の者に分岐引用させている者で

当該給水装置を撤去しようとするものは、当該給水装置から支線により分岐引用し

ている者（以下「分岐引用者」という。）に対し、その旨を通知しなければならな

い。 

２ 前項の場合において、分岐引用者が引き続き給水を受けようとするときは、様式

第１号の工事申込書に管理者が別に定める書類を添付して管理者に提出しなければ

ならない。 

（追加〔平成１３年公企管規程５号〕） 

（利害関係人の同意書等） 

第３条 条例第４条第２項に規定する管理者が必要と認めるときとは、次の各号のい

ずれかに該当するときとする。 

（１）自己の所有に属さない土地又は構築物に給水装置を設置しようとするとき。 

（２）自己の所有に属さない給水装置から支線を分岐引用しようとするとき。 

（３）その他管理者が必要と認めるとき。 

２ 管理者は、申込者が前項に規定する同意書等を提出することが困難であると認め

るときは、当該申込者に対し、様式第３号の誓約書の提出を求めることができる。 

（給水装置工事の検査等） 

第４条 条例第７条第２項の工事検査を受けようとする者は、様式第４号の工事完成
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届を管理者に提出し、工事検査を受けなければならない。 

２ 前項の工事検査の判定項目及びその内容は、管理者が別に定める。 

３ 管理者は、第１項の工事検査に合格したときは様式第５号の標識を交付するもの

とし、不合格のときは改善させ、再検査を行うものとする。 

（一部改正〔平成１３年公企管規程５号〕） 

（給水用具等の指定） 

第５条 条例第８条第１項の規定による給水管及び給水用具の構造及び材質の指定は、

管理者が別に定める給水装置の構造及び材質に関する基準により行う。 

２ 条例第８条第２項の規定による工事上の条件についての指示は、管理者が別に定

める給水装置工事施工基準により行う。 

（一部改正〔平成１３年公企管規程５号〕） 

（工事費の算出） 

第６条 条例第９条第１項の工事費は、管理者が別に定める狭山市水道事業給水装置

工事単価表により算出した額とする。 

（給水契約の申込み） 

第７条 条例第１３条の規定により水道の使用の申込みをしようとする者は、様式第

７号の使用申込書を管理者に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者が認めるときは、口頭、電話その他の方法によ

ることができる。 

（一部改正〔平成２６年公企管規程７号〕） 

（代理人の届出） 

第８条 条例第１４条の規定により給水装置の所有者の代理人を選定したときは、様

式第８号の代理人選定届により管理者に届け出なければならない。 

（管理人の選定） 

第９条 条例第１５条第１項の規定による届出は、様式第９号の管理人選定届により

行わなければならない。 

２ 管理者は、条例第１５条第２項の規定により管理人を変更させるときは、様式第

１０号の管理人変更指示書により行うものとする。 

（水道メーターの保管） 

第１０条 水道使用者等は、水道メーターの設置場所を常に清潔にするとともに、水

道メーターの設置場所には、点検その他作業に支障となる物を置き、又は工作物を
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設けてはならない。 

２ 水道使用者等が前項の規定に違反したときは、管理者は、水道使用者等に対し、

原状に回復するよう指示することができる。この場合において、水道使用者等が指

示に従わないときは、管理者が原状に回復し、その費用を水道使用者等から徴収す

ることができる。 

３ 水道使用者等は、水道メーターを亡失し、又は損傷したときは、直ちに様式第１

１号の亡失（損傷）届により管理者に届け出なければならない。 

４ 条例第１７条第３項の管理者が定める損害額は、次に定めるところによる。 

（１）亡失の場合 水道メーターの時価金額 

（２）損傷の場合 水道メーターの修繕料 

（届出等） 

第１１条 条例第１８条第１項の規定による届出は、同項各号の規定に応じ次に定め

る様式により行わなければならない。 

（１）条例第１８条第１項第１号 様式第１２号の使用中止届 

（２）条例第１８条第１項第２号 様式第１３号の用途変更届 

（３）条例第１８条第１項第３号 様式第１４号の多用途使用届 

（４）条例第１８条第１項第４号 様式第１５号の私設消火栓消防演習用使用届 

２ 前項第１号の届出は、管理者が認めるときは、口頭、電話その他の方法によるこ

とができる。 

３ 管理者は、第１項第４号の届出があったときは、消防演習用に使用した水量を認

定し、当該水量を条例第２３条第２項に規定する使用水量から減じるものとする。 

（一部改正〔平成２６年公企管規程７号〕） 

第１２条 条例第１８条第２項の規定による届出は、同項各号の規定に応じ次に定め

る様式により行わなければならない。 

（１）条例第１８条第２項第１号 様式第１６号の水道使用者等変更届又は様式第

１６号の２の給水装置所有者等変更届 

（２）条例第１８条第２項第２号 様式第１６号の水道使用者等変更届 

（３）条例第１８条第２項第３号 様式第１７号の水道消防用使用届 

２ 前項第１号の届出（水道使用者等変更届による届出に限る。）及び同項第２号の

届出は、管理者が認めるときは、口頭、電話その他の方法によることができる。 

３ 管理者は、第１項第３号の届出があったときは、消防用に使用した水量を認定し、
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当該水量を条例第２３条第２項に規定する使用水量から減じるものとする。 

（一部改正〔平成１３年公企管規程５号・２６年７号〕） 

（給水装置異常の届出） 

第１３条 条例第２０条第１項の規定による届出は、様式第１８号の異常届により行

わなければならない。 

（給水装置の機能及び水質の検査） 

第１４条 条例第２１条第１項の請求は、様式第１９号の機能（水質）検査申込書に

より行わなければならない。 

２ 前項の請求により給水装置の機能又は水質の検査を行う職員は、様式第２０号の

水道係員証を携帯しなければならない。 

３ 条例第２１条第１項の規定による検査結果の通知は、様式第２１号の機能（水質）

検査結果通知書により行うものとする。 

４ 条例第２１条第２項の特別の費用とは、給水装置の機能又は水質について管理者

が定めた検査以外の検査を行ったときの費用をいう。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理等） 

第１４条の２ 条例第２１条の３第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道

の管理及びその管理の状況に関する検査の受検は、次に定めるところによる。 

（１）次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

イ水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要

な措置を講ずること。 

ウ給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常

を認めたときは、水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号）

の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

エ供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水

を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる

措置を講ずること。 

（２）前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に給水栓における水の色、濁

り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する水質の検査を受けること。 

（追加〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１６年公企管規程２

号〕） 
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（水道メーターの点検） 

第１５条 条例第２３条の検針日は、検針戸数の分散度、検針能力等を考慮し、管理

者が別に定める。 

２ 管理者は、条例第２３条の規定により給水量を計量したときは、水道の使用者又

は管理人に対し、様式第２２号の使用水量等のお知らせにより通知する。 

（一部改正〔平成２６年公企管規程１号〕） 

（料金の算定基準の補正等） 

第１６条 管理者は、料金の算定基準となる届出等の内容が事実と相違するときは、

水道使用者等に対し、当該届出等の補正を指示することができる。 

２ 前項の場合において、管理者は、やむを得ない事情により届出等の補正ができな

いと認めるときは、料金の算定基準となる届出等の内容を補正し、認定することが

できる。 

３ 管理者は、前項の規定による認定をしたときは、水道使用者等に対し、様式第２

３号の用途等認定通知書により通知する。 

（使用水量等の認定） 

第１７条 条例第２４条第１号及び第３号の規定による使用水量の認定は、前６月又

は前年同期における使用水量その他の事実を考慮して管理者が行うものとする。た

だし、これにより難いときは、見積量により行うものとする。 

２ 条例第２４条第２号の規定による用途の認定は、管理者が別に定めるところによ

り行うものとする。 

３ 第１５条第２項の規定は第１項の認定について、前条第３項の規定は前項の認定

についてそれぞれ準用する。 

（資料の請求） 

第１８条 管理者は、第１６条第２項並びに前条第１項及び第２項に規定する認定に

ついて必要と認めるときは、水道使用者等又は代理人に対し、関係資料の提出を求

めることができる。 

（概算料金の予納） 

第１９条 条例第２６条第１項の概算料金は、水道メーターの口径、使用の目的、使

用期間その他の事情を考慮して使用水量を推定し、算定する。 

（料金の徴収） 

第２０条 条例第２７条に規定する料金の徴収方法は、次に定めるところによる。 
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（１）納入通知による場合は、検針の日の属する月の翌月に様式第２４号の納入通

知書を送付する。 

（２）口座振替による場合は、検針の日の属する月の翌月に口座振替を行い、次の

検針の際に様式第２５号の領収証書を交付する。 

２ 前項の規定にかかわらず、検針日から次の検針日までの中途において水道の使用

を中止した場合の料金の徴収方法は、管理者が別に定める。 

（一部改正〔平成１５年公企管規程３号〕） 

（水道料金の納入期限） 

第２１条 水道料金の納入期限は、検針の日の属する月の翌月の２５日とする。ただ

し、その日が日曜日又は土曜日に当たるときは、その日の直後の日曜日でない日と

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項の規定により徴収する料金の納入期限は、

管理者が別に定める。 

（督促） 

第２２条 管理者は、料金、手数料その他条例及びこの規程の規定により納付しなけ

ればならない費用を納期限までに納付しない者に対し、納期限後２０日以内に様式

第２６号の督促状を送付するものとする。 

２ 前項の督促状に指定する期限は、督促状を送付した日から起算して１５日とする。 

（給水停止） 

第２３条 条例第３２条の規定により給水を停止しようとするときは、あらかじめ水

道の使用者に対し、様式第２７号の給水停止予告通知書により通知する。 

２ 前項の規定による給水停止の予告の後、なお条例第３２条の理由が継続するとき

は、給水を停止し、様式第２８号の給水停止通知書を水道の使用者に通知する。 

３ 給水の停止は、止水栓を閉栓することにより行うものとする。この場合において、

止水栓の閉栓は、日出後日没前に行わなければならない。 

４ 給水の停止を行う職員は、様式第２０号の水道係員証を携帯しなければならない。 

（補則） 

第２４条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際改正前の狭山市水道事業給水条例施行規程の規定によりなさ
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れた手続その他の行為は、この規程の相当規定によりなされた手続その他の行為と

みなす。 

附 則（平成１０年１２月２８日公企管規程第９号） 

この規程は、平成１１年１月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日公企管規程第５号） 

１ この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際改正前の狭山市水道事業給水条例施行規程の規定によりなさ

れた手続その他の行為は、この規程の相当規定によりなされた手続その他の行為と

みなす。 

附 則（平成１４年１０月１日公企管規程第６号） 

この規程は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２４日公企管規程第３号） 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際改正前の狭山市水道事業給水条例施行規程の規定によりなさ

れた手続その他の行為は、この規程の相当規定によりなされた手続その他の行為と

みなす。 

附 則（平成１６年３月１６日公企管規程第２号） 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月３０日公企管規程第４号） 

この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２４日公企管規程第１５号） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日公企管規程第３号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月２４日公企管規程第１号） 

この規程は、平成２６年３月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月１３日公企管規程第４号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月１日公企管規程第７号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年９月５日公企管規程第３号） 
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この規程は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第２条・２条の３関係） 

（全部改正〔令和元年公企管規程３号〕） 

様式第１号の２（第２条関係） 

（全部改正〔令和元年公企管規程３号〕） 

様式第２号（第２条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第３号（第３条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第４号（第４条関係） 

（全部改正〔令和元年公企管規程３号〕） 

様式第５号（第４条関係） 

様式第６号（第４条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第７号（第７条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第８号（第８条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第９号（第９条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第１０号（第９条関係） 

（一部改正〔平成２３年公企管規程１５号〕） 

様式第１１号（第１０条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第１２号（第１１条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第１３号（第１１条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第１４号（第１１条関係） 
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（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第１５号（第１１条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第１６号（第１２条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第１６号の２（第１２条関係） 

（追加〔平成１３年公企管規程５号〕、一部改正〔平成１７年公企管規程４

号・２３年１５号〕） 

様式第１７号（第１２条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕、一部改正〔平成１７年公企管規

程４号・２３年１５号〕） 

様式第１８号（第１３条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第１９号（第１４条関係） 

（一部改正〔平成１７年公企管規程４号・２３年１５号〕） 

様式第２０号（第１４条、第２３条関係） 

（全部改正〔令和元年公企管規程３号〕） 

様式第２１号（第１４条関係） 

（一部改正〔平成２３年公企管規程１５号〕） 

様式第２２号（第１５条関係） 

（全部改正〔平成２６年公企管規程１号〕） 

様式第２３号（第１６条関係） 

（一部改正〔平成２３年公企管規程１５号〕） 

様式第２４号（第２０条関係） 

（全部改正〔平成２６年公企管規程４号〕） 

様式第２５号（第２０条関係） 

（全部改正〔平成１５年公企管規程３号〕） 

様式第２６号（第２２条関係） 

（全部改正〔平成２６年公企管規程４号〕） 
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様式第２７号（第２３条関係） 

（全部改正〔平成２５年公企管規程３号〕） 

様式第２８号（第２３条関係） 

（全部改正〔平成２５年公企管規程３号〕） 

 


